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堺エネルギー地産地消プロジェクト推進事業補助金 実施要領 

 

令和６年１月１８日 制  定 

令和６年６月１７日 一部改正 

令和６年８月１９日 一部改正 

令和６年１２月２４日 一部改正 

令和７年５月１５日 一部改正 

 

１ 通則 

この実施要領は、堺エネルギー地産地消プロジェクト推進事業補助金交付要綱（以下「交付要

綱」という。）に掲げる事業の実施について必要な事項を定める。 

 

２ 補助金の交付申請書類 

（１）交付要綱第８項第１号⑥に規定する補助対象経費等が把握できる書類は、別表１に定め

るとおりとする。 

（２）交付要綱第８項第１号⑧に規定するその他市長が必要と認める書類は、別表２に定める

とおりとする。ただし、必要に応じて同表に定める書類以外の書類を提出させることができ

る。 

 

３ 余剰率の算出の方法 

交付要綱別表（２）に掲げる余剰率の算出方法については別紙１に定めるとおりとする。 

 

４ 補助対象経費等の算出の方法 

交付要綱別表（３）に掲げる補助対象経費等の算出方法については別紙２に定めるとおりとす

る。 

 

５ 市内企業の活用 

補助事業者は、設備設置事業者等の選定に当たっては、市内企業の活用について十分に配慮す

ること。 

 

 

附則 

この要領は、令和６年１月１８日から施行する。 

 

附則 

この要領は、令和６年６月１７日から施行する。 

 

附則 
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この要領は、令和６年８月１９日から施行する。 

 

 附則 

この要領は、令和６年１２月２４日から施行する。 

 

 附則 

この要領は、令和７年５月１５日から施行する。 

  



3 

別表１（第２項第１号関係） 

事業 補助対象経費等が把握できる書類 

（１）公共施設等

太陽光発電設備等

整備事業 

・様式A-1 経費内訳 

・様式A-2 経費内訳表 

・見積書の写し 

・様式A-3 【「オンサイトPPAモデル」「リースモデル」の場合】需要家への補

助金の控除方法 

・導入機器の仕様書 

（２）余剰電力等

活用型太陽光発電

設備整備事業 

・様式B-1 経費内訳 

・様式B-2 経費内訳表 

・見積書の写し 

・様式B-3 需要家への補助金の控除方法 

・様式B-4 太陽光発電設備に係る計画発電量等の計算書 

・導入機器の仕様書 

（３）ゼロエネル

ギータウン創出事

業 

・様式C-1 経費内訳 

・様式C-2 経費内訳表 

・見積書の写し 

・様式C-3 需要家への補助金の控除方法 

・導入機器の仕様書 

 

別表２（第２項第２号関係） 

事業 その他市長が必要と認める書類 

（２）余剰電力等

活用型太陽光発電

設備整備事業 

・様式B-5 関係情報一覧表 

・様式B-6 誓約書 

・様式B-7 太陽光発電設備の設置に関する同意書 

・様式B-8 再エネ100％電力の調達に関する同意書 

（３）ゼロエネル

ギータウン創出事

業 

・様式C-4 事業内容確認書 

・様式C-5 申請者情報 

・様式C-6 住戸情報 

・事業実施体制図 

・工程表 

・様式C-7 誓約書 

・様式C-8 個人情報の取得及び利用等に関する同意書 
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別紙１（第３項関係） 

 

余剰率は次式により算出する。ただし、小数点第一位を切り捨てる。 

 

余剰率（%） ＝ 計画年間余剰電力量ＥS（kWh/年） / 計画年間発電量Ｅtotal（kWh/年） × 100 

 

・計画年間余剰電力量ＥS（kWh/年）は、時間別に電力消費量から発電量を差し引いた値のうち、

負になった値の総和の絶対値とする。 

・計画年間発電量Ｅtotal（kWh/年）は、次式で算出される時間別発電量Ｅhの1年間の総和とする。 

 

Ｅh ＝ ＨＡ / Ｇs × ＰＡＳ × Ｋ 

 

Ｅh ：太陽光発電システムの時間別発電量（kWh） 

ＨＡ ：日射量（kW/m2） 

ＧS ：標準試験条件における日射強度（kW/m2） 

ＰＡＳ ：太陽光発電システムの定格容量（kW） 

Ｋ ：総合設計係数（―） 

 

Ｋ ＝ Ｋ’ × ＫＰＴ 

 

Ｋ’ ：基本設計係数（―） 

 

Ｋ’ ＝ ＫＨＤ × ＫＰＤ × ＫＰＭ × ＫＰＡ × ηＩＮＯ 

 

ＫＨＤ ：日射量年変動補正係数（―） JISの推奨値 0.97 

ＫＰＤ ：経時変化補正係数（―） JISの推奨値 0.95 

ＫＰＭ ：アレイ負荷整合補正係数（―） JISの推奨値 0.94 

ＫＰＡ ：アレイ回路補正係数（―） JISの推奨値 0.97 

ηＩＮＯ ：パワーコンディショナー実効効率※（―） JISの推奨値 0.90 

※カタログ等で確認できる場合はパワーコンディショナー定格効率（力率0.95時）の

値でも可 

 

ＫＰＴ ：温度補正係数（―） JISの推奨値 0.970 
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別紙２（第４項関係） 

 

集合住宅の補助対象経費及び補助上限額は以下のとおり算出する。 

 

１ 補助対象経費 

補助対象経費は下表のとおりとし、以下の（１）及び（２）のとおり算出する。 

区分 内容 

設計費 住棟全体 BELS取得費用（住戸BELS取得費用を含む。）、交付決定後に行うエネ

ルギー計算に係る費用 

設備費 専有部 高性能断熱材、高性能窓、高効率空調設備、高効率給湯設備、高効率

換気設備、高効率照明設備（人感センサー制御付きのダウンライトに

限る。）、HEMS 

共用部 高効率空調設備、高効率換気設備、高効率照明設備（昼光センサー又

は人感センサー制御付きの器具に限る。）、蓄電池、MEMS 

工事費 専有部及び

共用部共通 

補助対象設備の導入に不可欠な工事に要する費用 

 

（１）設計費 

以下の計算式によること。ただし、設計に係る契約書に記載された金額が以下の計算式により

算出した金額より低い場合は、低い方の金額を補助対象経費とする。 

① BELS取得費用（住戸BELS取得費用を含む。） 

計算式 ２００,０００円 ＋（２,０００円 × 住戸数） 

② 交付決定後に行うエネルギー計算に係る費用 

計算式 ２００,０００円 ＋（６,０００円 × 住戸数） 

 

（２）設備費及び工事費 

見積書等により算出すること。 

 

２ 補助上限額 

交付要綱に定める集合住宅の補助上限額の内、補助対象事業の費用対効果に伴う補助上限額は、

以下の計算式によること。 

 

計算式 １０７．７３ × 年間一次エネルギー消費削減量※ 

 

※補助対象事業の基準一次エネルギー消費量（ＭＪ／年）から年間一次エネルギー消費量（創

エネルギー量を含む）（ＭＪ／年）を差し引いた量。エネルギー計算は建築物エネルギー消費

性能基準による計算とする。 


